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1．国土交通省航空局への出向

いきさつと業務
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出向のいきさつと業務

• 出向のいきさつ
– 2015年2月 打診
– 2015年4月－2017年3月 出向

• 国土交通省 航空局 航空戦略課 政策調査室長

• 業務
– 航空局の所掌事務に関する総合的な政策の企画及び
立案に必要な調査

– 外国の航空政策及び航空事情に関する調査
– 政策レビュー(総合評価方式)評価書の作成

• 『LCCの事業展開の促進』（2017年）
• 本文 http://www.mlit.go.jp/common/001179271.pdf
• 概要 http://www.mlit.go.jp/common/001179269.pdf
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担当した政策レビュー評価書の概要

• LCC事業展開の促進政策の進捗と影響について評価
政策の目的
– 新たな航空需要の喚起、航空サービス多様化の促進
評価の視点
– 施策の進捗や施策が航空需要に与えた影響を評価
評価手法
– LCC就航後の旅客数やシェアの年推移データ、新規参入路線数デ
ータ等の現状を分析

評価結果
– LCCは、FSAの需要を奪うことなく、航空旅客数全体の増加に貢
献

政策への反映の方法
– 観光や地方創生の観点を重視して、地方空港のゲートウェイ機能
強化と併せ、LCC就航をさらに促進
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2．政策レビュー評価書作成に
たずさわり感じた問題点
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政策評価にたずさわり感じた問題点

• データの制約
– 例：航空輸送統計年報は2011年分より航空会社
別の実績を掲載せず（統計法改正による）。

• より厳密なデータ分析（因果推定など）の
必要性
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3．政策分析のトレンド

ランダム化比較試験（RCT）
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政策分析で重視されていること

• より厳密な手法による因果推定
最善の方法はランダム化比較試験（RCT）。

8

D. J. トーガーソン＆C. J. トーガーソン『ランダム化比較試験(RCT)の設計：ヒューマ
ンサービス、社会科学領域における活用のために』（日本評論社、2010年）、3頁

例

対象を、ランダム割付
により、2群に分ける。

処置群に介入（政策）
を施し、対照群には何
もしない。

両群の結果を比較し、
介入（政策）の効果を
推定する。

処置群 対照群



ランダム化はなぜ重要か

• 介入（政策）の効果をより正確に取り出
すことを可能にするため。

ランダム化は
– 介入（政策）の決定に影響を及ぼすその他の
要因（共変量、交絡変数）を平均としてバラ
ンスさせる。

– そのため、処置群と対照群のアウトカムの平
均値に差をもたらすのは「介入（政策）」の
み、ということになる。
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ランダム化がなされないと介入効果の推定を誤りうる

• 空港民営化という介入（政策）を例に
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処置群 対照群

ランダム化がなされない場合

民営化前のインバウンド
・100万人
・3年前の1.5倍

民営化前のインバウンド
・50万人
・5年前とほぼ同じ

民営化後のインバウンド
・200万人

民営化後のインバウンド
・55万人

民営化

問：民営化は「インバウンド増加を促す」と結論できるか？
答：難しい。介入（政策）の効果とは別に、交絡変数の大きな違いが処置群の

インバウンド増加に影響している可能性があるため。

この空港はインバウン
ドが好調。民営化でさ
らに伸びるだろう。民
営化が失敗と批判され
る可能性は低いだろう。

この空港はインバウン
ドが不調。民営化で伸
びることはないだろう。
民営化すれば失敗と批
判される可能性あり。

交絡変数（例）
人口＝200万人

交絡変数（例）
人口＝100万人



4．官庁における政策評価の
実態は？
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政策評価を難しくする要因にしばしば直面

• 介入（政策）の対象が、関係者のほぼ全てという
ケースがある。
– この場合、対照群が存在しない。そのため、介入（政
策）の効果が正確に推定できない。
例：LCC関連の施策は実はこのケースに近い。

• 効果が期待できる対象のみに介入（政策）を施す
ことがある。
– この場合、介入（政策）がランダム化されていない。
– そのため、処置群と対照群で、その他の要因がアウト
カムに及ぼす影響に差があり、介入（政策）の効果が
正確に推定できない。
例：選別による民営化、補助等。
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つまり現実の政策は

• ランダム化比較試験（RCT）に適合的な形
では行われていないことが多い（と思わ
れる）。

• そのため、現状では、厳密な政策評価は
かなり難しい。

• しかし、介入（政策）をランダムに実施
できるか？

• これも難しいだろう。
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5．ランダム化比較試験（RCT）が
行えない場合

マッチング、傾向スコア分析
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ランダム化比較試験（RCT）が行えない場合

• 観察データを使うしかない。

• 観察データの問題点
– 処置群、対照群で、交絡変数がバランスして
いない（違いが大きい）。

– そのため、処置群と対照群のアウトカムの平
均値に差をもたらすのは「介入（政策）」の
み、とは言えない（交絡変数の影響かもしれ
ない）。

– 従って、介入（政策）の効果は正確には分か
らない。
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観察データの問題点を緩和する分析手法

• マッチング
– 処置群、対照群それぞれから、交絡変数（例：
人口）の値が近いデータ・ユニットを取り出し
ペアをつくる。

– 交絡変数の影響は、処置群、対照群のいずれに
おいても、平均的には同じとなる。

– その結果、介入（政策）の効果をより正確に取
り出すことが可能になる。

• マッチングの問題点
– 交絡変数が多くなると、よいマッチングが難し
くなる ＝ 次元の呪い
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次元の呪いを克服する手法

• 傾向スコア分析(Cf., Guo & Fraser, 2014)
– 介入（政策）を受ける「傾向」を、交絡変数
を用いて推定し、数値化する。

– それにより得られる「傾向スコア」が近いデ
ータ・ユニットを、処置群、対照群それぞれ
から取り出し、ペアをつくる。
• 傾向スコアを利用してデータに重み付けをする手
法等もある。

– その結果、処置群、対照群の間で、交絡変数
の影響はほぼ均質化される。つまり、擬似ラ
ンダム化が可能になる。
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傾向スコア分析の限界とその対処法

• 限界
– 観察・測定（データ化）できない交絡変数が
もたらすバイアス（効果推定の歪み）は取り
除けない。

– データの収集が不完全な場合も当然、交絡変
数がもたらすバイアスは取り除けない。

• 対処法
– 交絡変数の徹底的な洗い出し。
– データの徹底的な収集。
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小括：RCT、傾向スコア、政策評価

• より厳密な政策評価を行うには
– ランダム化比較試験（RCT）が最善。

• 仮にRCTが不可能でも
– 傾向スコア分析が使える。

• そのために必要なこと
– RCTや傾向スコア分析を意識した政策デザイン。
– 綿密な交絡変数の洗い出し。
– 緻密なデータ収集。

19



6．政策デザイン、データの問題点

米国との比較から見えること
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航空局で政策レビューに関わり感じた問題点

• 政策デザイン
– 評価対象の政策（施策）自体が、RCTや傾向ス
コア分析を意識した政策デザインになっていな
い（もしくは、できない）。
• 例：施策が全航空会社を対象としている。

– そのため、対照群が存在しない。

• データ
– 活用を意識したデータ収集・整理が不十分。

• 例：航空輸送統計年報は会社別データを使えない。
データベース形式でデータが整理されていない。
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米国の状況（航空関係政策に限定）

• 政策デザイン
– 日本のそれと同様の課題が認められる。
– RCTや傾向スコア分析を意識した政策デザイン
になっているとは言い難いものが多いと感じら
れる。

• データ
– 分析への活用を意識したデータ収集・整理が、
かなり徹底して実施されている。
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米国運輸省運輸統計局のポータルサイト

• 運輸関係データの
ポータルサイト。

• 航空に限っても、
膨大なデータにア
クセスできる。
– このポータルから
アクセスできない
運輸関連データも
もちろんある。

• データベース形式
で整理されている
ため、PCですぐに
分析に取りかかる
ことができる。

23

TranStats
https://www.transtats.bts.gov/

https://www.transtats.bts.gov/


航空関係データの例

• Air Carrier Financial Reports (Form 41 Financial 
Data)
– 航空各社財務データ(四半期: 1990年以降)

• Air Carrier Statistics (Form 41 Traffic)
– 航空各社国内・国際運航データ(月次: 1990年以降)

• Airline On-Time Performance Data
– 航空各社国内定時運航データ(月次: 1987年以降)

• Airline Origin and Destination Survey (DB1B)
– 航空各社の国内運賃データ(10％サンプル)

(四半期: 1990年以降)
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Air Carrier Statisticsと航空輸送統計年報との違い
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• Air Carrier Statisticsは各社月次集計データ。データベース形式。
• 航空輸送統計年報も各社月次集計データ(但し2010年まで)。データ整形が必要。

Air Carrier Statistics 航空輸送統計年報



On-time performance dataと定時運航率等データとの違い
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On-time performance data

定時運航率等データ

• 米国のOn-time performance dataは各社1便ごとのデータ。データベース形式。
• 日本の定時運航率等データは四半期集計データ。データ整形が必要。



豊富なデータの公開は何を可能にするのか

• 世界中の誰でもデータを自由に利用・分析。
例
– Airline On-Time Performance Dataを利用

• Fukui, H., & Nagata, K. (2014). Flight cancellation as a reaction to the tarmac 
delay rule: An unintended consequence of enhanced passenger protection. 
Economics of Transportation, 3(1), 29–44.

– Air Carrier Financial Reportsを利用
• Fukui, H., & Miyoshi, C. (2017). The impact of aviation fuel tax on fuel 

consumption and carbon emissions: The case of the US airline industry. 
Transportation Research Part D: Transport and Environment, 50, 234–253.

– Airline Origin and Destination Survey (DB1B)を利用
• Fukui, H. (2018). How do slot restrictions affect airfares? New evidence from 

the US airline industry. Economics of Transportation, Under Review (Revised 
Manuscript).
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豊富なデータの公開は何を可能にするのか（続）

• データに基づくより客観的な論争が可能に。
– Fukui & Nagata (2014)

• ターマック上の遅延に関する規則の効果を分析。
• 同規則の目的：旅客サービス水準の向上。
• 分析結果：意図せざる効果が発生、すなわち、目的に
反する副作用（欠航増大）が生じている。

↑
– 米国運輸省からの挑戦状

• 2016年3月2日にOffice of Inspector Generalのエコノミ
ストBetty Krier氏からメール。

• 議会の命令により、規則が欠航に及ぼした影響を分析
した。我々の分析結果についてコメントを頂きたい。
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福井のコメントに対してOIGはどう反応したか

• Office of Inspector Generalの分析結果
– 先行研究と方向性は同じ。
– しかし、欠航増大の規模について、より控えめ
な推定結果。

• 福井は、分析方法やデータセット作成方法
に関する問題点を指摘。

• しかし、 Office of Inspector Generalは問題
点の指摘に対応せず分析結果を公表。
出典：US DOT. (2016). Effects of the Tarmac Delay Rule on Flight 

Cancellations and Delays (Report Number: ST-2017-003). 
Washington, DC.
https://www.oig.dot.gov/library-item/33850 29
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とはいえ、データに対する米国の姿勢は尊敬に値する

• 米国
– 豊富なデータを使いやすい形で公開。

• 世界中の人々が自発的に分析。
• 自由な政策分析を促進。
• 結果的に、政策評価の改善も促進。

• 日本
– 限定的なデータを使いにくい形で公開。

• 海外の人だけでなく日本人も分析できない。
• 政策分析の停滞。
• 結果的に、政策評価の改善にもつながらない。
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7．私見

「遅い思考＝熟慮」としての
政策評価の重要性
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私見（1）政策評価が直面する課題

• 政策レビュー（総合評価方式）について
– 評価枠組の検討と系統的なデータ収集が必要。

• テーマの決定と同時に評価枠組（RCT、傾向スコア
分析等）も検討し、系統的にデータを収集すること
が望ましい。

– 評価枠組・手法の知識・技能の蓄積・継承が必
要。
• 人事異動によりそれが難しいのであれば、外部人材
の力を借りてもよいのではないか。
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私見（2）政策評価が直面する課題（続）

• 政策レビューと政策との関係について

– 評価結果を評価対象である政策に反映させるこ
とはどこまで可能か？

– 変化の速い政策領域では、政策形成・実施が政
策評価の先を歩み続ける可能性がある。

– 評価結果を、評価対象である政策に反映させる
ことは重要だが、かなり大きな時間的ずれが生
じうる。

33



私見（3）それでは政策レビューの位置づけは？

• ダニエル・カーネマン『ファスト&スロー：
あなたの意思はどのように決まるか?』(原著: 
2012年)を参考に

– 人間には2つの思考モードがある。
• 速い思考(ファストな「直感」)： 日常の多くの判断
• 遅い思考(スローな「論理」)： 熟慮

– 速い思考はおおむね適切。
• しかし、衝動的に発動しバイアスの影響を受けがち。

– 遅い思考はより正確な判断を下せる。
• しかし、遅くて効率が悪い。
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私見（4）政策レビューに期待する役割

• 「遅い思考＝熟慮」としての政策評価の役割

– 政策形成・実施の現場では、速さ(「速い思考＝瞬
発力」)が求められることが多いと感じられた。

– しかし、「速い思考」で形成・実施される政策はバ
イアスの影響を受けている部分もあるだろう。

– 「遅い思考」としての政策評価は、「速い思考」
のバイアスを検出し、より長期の広い視点から政策
の改善を促す役割を与えられるべきではないか。
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8．「遅い思考＝熟慮」としての
政策評価の実現に必要なのは
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「遅い思考」としての政策評価を官庁は実施できるか？

• 難しいのではないか。

– 「速い思考」のバイアスの検出とは、具体的
には、政策がもたらした(しばしば意図しない)
ネガティブな効果を明らかにする作業。

– 身内の批判は難しいだろう。

37



「遅い思考」としての政策評価を実現するには

• 外部（出向者）の力を借りる。
– ただし、自己評価の限界を免れるわけではない。

• 豊富なデータを使いやすい形で公開する。
– 世界中の人々が自発的に分析に取り組み、政策評
価の改善も促進される。

– もっとも、必要性の高い政策評価が行われるとは
限らない。
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まとめ：いずれにせよ、政策評価の改善に重要なのは

良質なデータ
の

収集・整理・公開
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